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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅲ

中項目 1

小項目 (1)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 140,126,801 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1 － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

     「子育て安心プラン」では、待機児童を解消するために必要な３年分の受け皿である
約22万人分の予算を２年間で確保し、遅くとも平成32（2020）年度末までの３年間で待
機児童を解消するとともに、女性活躍の更なる促進のため、34年度末までの５年間で女
性就業率80％に対応できる受け皿約32万人分の整備を進めていくこととしている。
　また、これらを確実に実現するため、保育人材確保のためのこれまでの処遇改善を踏
まえたキャリアアップの仕組みの構築に取り組むとともに、保育補助者の雇い上げ支援
の拡充、保育士の業務負担軽減のためのＩＣＴ化等について、平成30年度予算要求をし
ている。

    「待機児童解消加速化プラン」に基づき、保育の受け皿拡大を進めてきたところであ
る。今後も、女性の就業率が上昇し、保育を利用したい方々が更に増えていくことを前
提に、平成29年６月に待機児童解消のための「子育て安心プラン」を公表した。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

通し番号  160 

「子育て安心プラン」

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

１．子育て、介護基盤の整備

（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた子育て、介護基盤の整備、家事支援の充実

③保育の受け皿確保
　　企業主導型保育事業により確保する５万人分の受け皿拡大を含め、「待機児童解消
加速化プラン」等に基づく50万人を超える受け皿整備を進める。
引き続き企業主導型保育事業の活用等も図りつつ、多様な保育の受け皿を拡充すると
ともに、「子育て安心プラン」に基づき、安定的な財源を確保しつつ、待機児童解消等の
取組を推進する。
　また、夜勤や休日勤務など多様な働き方に対応した仕事と子育ての両立に対する支
援として、ベビーシッター派遣サービスの利用を支援する。【内閣府（子子本部）、厚生
労働省】
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分野
－大
項目

９－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
厚生労働省　

子ども家庭局　保育課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

―

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

―
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